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１ 令和７（２０２５）年度当初予算案の概要 
 
（１）予算編成の基本方針  

令和７（２０２５）年度予算は、第五次総合計画及び第２期まち・ひと・しごと

創生総合戦略の最終年度となることから、将来都市像「力強く 心地よいまち」の

実現に向け、分野別施策に定めた目標指標や重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成に

必要な取組を着実に進めるとともに、令和８（２０２６）年度からの次期総合計画

を視野に入れる必要がある。 

本市の財政状況の見通しは、生産年齢人口の減少や地価の下落傾向に伴い、市税

は漸減傾向にある。その一方、歳出では、物価・賃金・金利の上昇に対応しつつ、

老朽化する公共施設の大規模修繕、未利用施設の解体や道路・橋りょうなどのイン

フラ施設の維持補修のほか、少子高齢化に伴う社会保障関係費の継続した財政需

要が見込まれることから、今後の財政運営は、一層厳しさを増すことが予想される。 

こうした中、最重要課題である人口減少・少子高齢化の同時進行への対応が必要

であり、原子力発電所の再稼働議論にしっかりとした道筋を付けること、病院経営

危機を巡る医療再編議論の中で安心できる医療体制の確保、鉄道はじめ各公共交

通機関の方向性など、現在直面する諸課題にもスピード感を持って取り組んでい

かなければならない。 

一方で、本市には強みがあり、それを磨き上げ、持続可能なまちづくりに向けた

未来への投資を着実に行うことが重要である。特に基幹産業であり、市の経済成長

を牽引する製造業のイノベーションによる振興、本市が主導して設立した柏崎あ

い・あーるエナジー株式会社を通じた再生可能エネルギーの供給や２０３５年脱

炭素社会の実現に向けた歩み、さらに、充実した子ども・子育て政策などは本市発

展の原動力であり、これらを一層力強く推し進めていくことにより、将来に希望を

抱き、安心して暮らすことのできる市政運営を追求することが可能となる。 

これらの現実を見据え、危機感をしっかり認識すると同時に本市の可能性を見

いだし、それを実現することで市民の豊かさを高めていく予算編成に取り組んだ。 

 

ア 重点戦略を推進する事業 

後期計画の重点戦略に位置付けられ、本市が直面する重要課題に積極的に取 

り組む事業については、予算の重点化を行った。また、次期総合計画を先導す 

る事業へも重点的・効率的に財源を配分した。 

イ 健全財政の堅持 

健全かつ安定した財政運営を堅持するため、堅実な財源の確保と効果的かつ 

効率的な事務事業を展開するとともに、将来的な財政負担を抑制するような予 

算編成を行った。 
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（２）予算規模  

 

 

 

   ※「前年度」とは、令和６（２０２４）年度を指す。以下同じ。 

（３）各会計別予算額一覧 

 

（４）全体予算額の推移 

 
 

(単位：千円)

令和7年度
（2025年度）

令和6年度
（2024年度）

当初予算額 当初予算額 増 減 額 増 減 率

50,100,000 47,800,000 2,300,000 4.8%

49,577,450 47,448,450 2,129,000 4.5%

20,531,771 19,329,807 1,201,964 6.2%

8,690,306 8,833,639 △ 143,333 △1.6%

事 業 勘 定 8,343,611 8,477,345 △ 133,734 △1.6%

直 営 診 療 施 設 勘 定 346,695 356,294 △ 9,599 △2.7%

1,248,131 1,235,657 12,474 1.0%

8,963,446 8,998,179 △ 34,733 △0.4%

318,941 224,983 93,958 41.8%

8,809 37,349 △ 28,540 △76.4%

1,302,138 0 1,302,138 皆増

14,535,750 16,239,379 △ 1,703,629 △10.5%

5,951,475 5,765,792 185,683 3.2%

8,584,275 10,473,587 △ 1,889,312 △18.0%

85,167,521 83,369,186 1,798,335 2.2%

一般会計

特別会計

公営企業会計

会計区分

比　　　　較

（借換債を除く。）

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計

墓 園 事 業 特 別 会 計

産 業 団 地 事 業 特 別 会 計

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

合　　計

❍一般会計 ５０１億円（前年度比４．８％増） 

❍一般会計・特別会計・公営企業会計の合計 

８５１億６，７５２万１千円（前年度比２．２％増） 
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２ 一般会計当初予算案の概要 

  ◆予算額 ５０１億円（前年度当初比２３．０億円、４．８％増） 

※参考 借換債を除く実質予算額 49,577,450 千円 

（前年度当初比 2,129,000 千円、4.5％増）    

・投資的経費の状況   ７２．６億円（前年度当初比△４．０億円、５．２％減） 

  うちゼロ市債分 540,700 千円（前年度当初比 298,900 千円、123.6％増）   

  ・財政調整基金の取崩し １３．０億円（前年度当初比△８．４億円、３９．３％減） 

  ・市債の発行      ４３．３億円（前年度当初比３．２億円、８．１％増） 

    ※参考 借換債を除く実質的な市債額 38.0 億円（前年度当初比 1.5 億円、4.2％増） 

 

厳しい財政状況下にあるものの、子育て施策、産業振興施策を始め、人材の確保・育

成対策、人口減少・定住対策、防災対策など、様々な課題が山積していることから、後

期計画、総合戦略における主要施策を着実に推進するとともに、地域エネルギービジ

ョンの実現を目指す。特に子育て施策では、保護者の負担軽減や就労支援を図るため、

子育て応援券のほか、１歳児、２歳児の保育料無料化及び保育園、認定こども園など

を利用していない世帯を対象とした家庭養育応援券の発行を継続する。また、柏崎産

木材を活用した子どもの屋内遊び場の新たなオープンや住まい快適リフォーム事業で

は子育て世帯や若者世帯への支援を拡充するなど、安心して子どもを産み育てる環境

の充実を図る。さらに、新たに新潟大学寄附講座設置事業及び厚生連病院緊急支援事

業を展開し、救急、産科及び透析機能などの医療体制の維持を図り、暮らしの安全・安

心を確保する。 

投資的経費においては、本市の強みをいかした産業団地の開発を推進し、地域経済

の活性化を目指す。また、鏡が沖中学校の大規模改修や小・中学校の特別教室空調設

備設置工事に順次取り組んでいくほか、新ごみ処理場及び佐藤池資源物リサイクルセ

ンターの建設に着手する。一方で、改築に伴う荒浜小学校旧校舎、高柳町総合センタ

ー及び旧中鯖石保育園などの解体を行う。さらに、ゼロ市債対象工事により、公共事

業の早期発注と平準化を図る。 

歳入全体については、財源不足が厳しい状況であるものの、市民ニーズに対応する

ために不可欠な事業を着実に展開するとともに、後期計画、総合戦略及び地域エネル

ギービジョンなどの実現に向けて、財政調整基金１３．０億円、減債基金２．４億円を

繰り入れて収支のバランスを図った。 

このようにして編成した令和７（２０２５）年度予算規模は、前年度当初に比べて

２３億円、４．８％増の５０１億円となった。なお、借換債を除く実質的な予算額は、

４９５．８億円となり、前年度当初に比べ２１．３億円、４．５％の増となる。 
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３ 特別会計当初予算案の概要 

特別会計は、次のとおりである。 

 

❐国民健康保険事業特別会計 

事業勘定においては、保険給付費の減などにより、前年度当初比１．３億円 

（１．６％）減の８３．４億円を計上した。 

直診勘定においては、医薬品衛生材料費の減などにより、前年度当初比０．１億円

（２．７％）減の３．５億円を計上した。 

❐後期高齢者医療特別会計 

後期高齢者医療被保険者数の増により、広域連合納付金の増が見込まれ、前年度当

初比０．１億円（１.０％）増の１２．５億円となった。 

❐介護保険特別会計 

要介護認定者数の減少などにより、前年度当初比０．３億円（０．４％）減の 

８９．６億円となった。 

❐土地取得事業特別会計 

道路改良関連の物件補償額の増加により、前年度当初比０．９億円（４１．８％）

増の３．２億円となった。 

❐墓園事業特別会計 

前年度に５年ごとの管理手数料徴収があったことから、前年度当初比０．３億円 

（７６．４％）減の約８８０万円となった。 

❐産業団地事業特別会計 

鯨波産業団地整備基本構想を踏まえ、産業団地の整備を進めるに当たり、前年度

に新設した産業団地事業特別会計に１３．０億円を計上した。 

 

４ 公営企業会計当初予算案の概要 

総額で前年度当初比１７億円（１０．５％）減の１４５．４億円となった。 

 

❐水道事業会計 

建設改良費の増などにより前年度当初比１．９億円（３．２％）増の５９．５億円

となった。 

❐下水道事業会計 

建設改良費の減などにより前年度当初比１８．９億円（１８．０％）減の 

８５．９億円となった。 
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５ 一般会計当初予算案 

（１）歳入（款別） 
（単位：千円） 

 
（注）端数処理の関係で、構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
 

歳入予算構成比 

 

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 市税 15,477,571 30.9% 14,816,981 31.0% 660,590 4.5%
2 地方譲与税 403,270 0.8% 410,434 0.9% △ 7,164 △1.7%
3 利子割交付金 2,444 0.0% 3,328 0.0% △ 884 △26.6%
4 配当割交付金 56,509 0.1% 50,721 0.1% 5,788 11.4%
5 株式等譲渡所得割交付金 52,000 0.1% 23,000 0.0% 29,000 126.1%
6 法人事業税交付金 199,388 0.4% 186,129 0.4% 13,259 7.1%
7 地方消費税交付金 2,109,347 4.2% 2,091,239 4.4% 18,108 0.9%
8 ゴルフ場利用税交付金 18,000 0.0% 15,000 0.0% 3,000 20.0%
9 環境性能割交付金 35,000 0.1% 28,137 0.1% 6,863 24.4%
10 地方特例交付金 72,692 0.1% 75,767 0.2% △ 3,075 △4.1%
11 地方交付税 7,210,000 14.4% 7,470,000 15.6% △ 260,000 △3.5%
12 交通安全対策特別交付金 5,700 0.0% 6,000 0.0% △ 300 △5.0%
13 電源立地地域対策等交付金 2,130,055 4.3% 2,027,519 4.2% 102,536 5.1%
14 分担金及び負担金 455,678 0.9% 456,675 1.0% △ 997 △0.2%
15 使用料及び手数料 594,749 1.2% 596,812 1.2% △ 2,063 △0.3%
16 国庫支出金 5,682,663 11.3% 4,886,697 10.2% 795,966 16.3%
17 県支出金 4,398,166 8.8% 3,824,296 8.0% 573,870 15.0%
18 財産収入 83,796 0.2% 63,789 0.1% 20,007 31.4%
19 寄附金 500,660 1.0% 456,360 1.0% 44,300 9.7%
20 繰入金 3,568,289 7.1% 3,522,417 7.4% 45,872 1.3%
21 繰越金 600,000 1.2% 600,000 1.3% 0 -
22 諸収入 2,117,573 4.2% 2,186,649 4.6% △ 69,076 △3.2%
23 市債 4,326,450 8.6% 4,002,050 8.4% 324,400 8.1%

50,100,000 100.0% 47,800,000 100.0% 2,300,000 4.8%合計

区　分

年　度 比　較
令和7年度

（2025年度）
令和6年度

（2024年度）
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《歳入（款別）の主な増減要因》 

❐市税 

全体では、前年度当初比６．６億円（４．５％）増となる１５４．８億円とした。 

市民税は、前年度中の実績見込みを基に、個人市民税は５．４％増、法人市民税は

１４．８％増とし、市民税（現年度分）全体では前年度当初比３．０億円（６．８％）

増と見込んだ。 

固定資産税は、土地は地価の下落傾向が続くと見込み減と、家屋は前年中の新増

築を見込み増と、償却資産は前年度中の実績見込みを基に増とそれぞれ見込み、固

定資産税（現年度分）全体として前年度当初比３．１億円（３．７％）増とした。 

軽自動車税は、前年度実績から環境性能割・種別割を共に増と見込み、全体では

７７０万円（２．４％）増と見込んだ。 

市町村たばこ税は、前年度実績を基に、７６０万円（１．３％）減と見込んだ。 

使用済核燃料税は、むつ市への搬出や号機間輸送に加え、新たに経年累進課税分

を計上して０．７億円（９．０％）増と見込んだ。 

❐地方譲与税 

自動車重量譲与税は前年度当初比４９５万円（１．８％）減と見込み、２．７億円

を計上した。 

❐法人事業税交付金 

県から減収補塡措置として交付される額を前年度当初比０．１億円（７．１％）増

と見込み、２．０億円を計上した。 

❐地方消費税交付金 

 前年度当初比０．２億円（０．９％）増と見込み、２１．１億円を計上した。 

❐地方特例交付金 

減収補塡特例交付金を前年度当初と同額の０．６億円と、新型コロナウイルス感

染症対策地方税減収補塡特別交付金を３００万円（２４．１％）減と見込み、全体と

して前年度当初比３００万円（４．１％）減の０．７億円を計上した。 

❐地方交付税 

全体では、前年度当初比２．６億円（３．５％）減の７２．１億円を計上した。こ

のうち普通交付税は、市税収入見込額及び国の予算編成の動向などを踏まえ、前年

度当初比２．８億円（４．１％）減の６５．４億円を、特別交付税は、近年の交付実

績から０．２億円（３．１％）増の６．７億円と見込んだ。 

普通交付税の補塡財源である臨時財政対策債は、地方債計画において制度創設以

来、初めて新規発行額が計上されないことから、皆減とした。なお、普通交付税と臨

時財政対策債を合わせた額は、前年度当初比３．８億円（５．５％）減である。 
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❐原発関連交付金 

全体では、前年度当初比１．６億円（４．９％）増の３４．９億円とした。 

電源立地地域対策交付金（国直接分）では、令和２（２０２０）年度から、みなし 

設備利用率を最下限の６８％で算定している。１号機が運転開始から４０年経過す 

ることから定額加算されることにより、前年度当初比１．０億円（５．１％）増とし 

た。県間接分は、前年度とほぼ同額の３．９億円を計上した。 

原子力発電施設立地市町村振興交付金は、核燃料税率の引上げに伴う増を見込み、 

前年度当初比０．６億円（８．０％）増とした。 

❐使用料・手数料 

前年度実績から、前年度当初比２００万円（０．３％）減と見込み、５．９億円を 

計上した。 

❐繰入金 

全体では、前年度当初比０．５億円（１．３％）増の３５．７億円を計上した。 

基金繰入金は、財政調整基金繰入金１３．０億円、減債基金繰入金２．４億円のほ 

か、環境・エネルギー産業拠点化推進基金繰入金１０．６億円、製造業戦略的イノベ 

ーション推進基金繰入金０．７億円などを繰り入れ、前年度当初比０．４億円 

（１．３％）増の３４．９億円とした。ふるさと応援基金繰入金は、前年度当初比 

１．８億円（２８．４％）減の４．５億円を計上した。 

特別会計繰入金は、重層的支援体制整備事業の実施に伴い、介護保険特別会計か 

ら０．８億円を繰り入れる。 

❐市債 

前年度当初比３．２億円（８．１％）増の４３．３億円を計上した。 

じょんのび村整備費、高柳町総合センター解体費、いきいき館施設整備費及び消 

防団車両整備事業などに過疎対策事業債３．０億円を計上した。 

学校施設長寿命化事業（中学校）などの小・中学校施設整備に学校教育施設等整 

備事業債１０．５億円及び一般補助施設整備等事業債１．７億円を計上した。 

令和７（２０２５）年度までの時限措置とされている緊急防災・減災事業債及び 

緊急自然災害防止対策事業債は、それぞれ常備消防施設整備事業などに３．８億円 

を、道路修繕事業などに４．４億円を計上した。 

また、文化会館整備事業などに脱炭素化推進事業債１．９億円を、登山道遊歩道 

整備事業に地域活性化事業債１．４億円を計上した。 

なお、借換債５．２億円を除いた実質的な市債額は、３８．０億円で前年度当初比 

１．５億円（４．２％）の増である。 
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（２）歳出（目的別） 
（単位：千円） 

 

（注）端数処理の関係で、構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
 

歳出予算構成比（目的別） 

 

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 議会費 271,034 0.5% 268,755 0.6% 2,279 0.8%

2 総務費 5,351,015 10.7% 5,345,560 11.2% 5,455 0.1%

3 民生費 14,491,254 28.9% 14,255,172 29.8% 236,082 1.7%

4 衛生費 4,016,379 8.0% 3,450,396 7.2% 565,983 16.4%

5 労働費 1,025,647 2.0% 1,137,594 2.4% △ 111,947 △9.8%

6 農林水産業費 1,627,859 3.2% 1,572,301 3.3% 55,558 3.5%

7 商工費 2,636,542 5.3% 1,448,023 3.0% 1,188,519 82.1%

8 土木費 6,312,240 12.6% 5,908,884 12.4% 403,356 6.8%

9 消防費 2,096,141 4.2% 1,902,975 4.0% 193,166 10.2%

10 教育費 6,843,751 13.7% 7,269,769 15.2% △ 426,018 △5.9%

11 災害復旧費 7,203 0.0% 5,203 0.0% 2,000 38.4%

12 公債費 5,370,935 10.7% 5,185,368 10.8% 185,567 3.6%

13 予備費 50,000 0.1% 50,000 0.1% 0 -

50,100,000 100.0% 47,800,000 100.0% 2,300,000 4.8%

令和7年度
（2025年度）

令和6年度
（2024年度）

合計

区　分

年　度 比　較
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《歳出（目的別）の主な増減要因と主な事業》 

❐総務費 

職員人件費（一般職）２．２億円が減となったものの、情報システム標準化・共通

化対応事業１.９億円、電源開発参入支援事業０．５億円の増などにより５００万円

（０．１％）の増となった。 

【主な事業】 

・路線バス等確保事業 １９９，４７８千円【拡充】 

・バス車両購入事業 ５，７０６千円【新規】 

・電源立地地域整備基金積立金 １２０，３８１千円 

・次世代エネルギー活用推進事業 ３，５２０千円 

・電源開発参入支援事業 ５４，２２９千円【新規】 

・地域エネルギー会社連携事業 １２，２８１千円 

・情報化関連業務総合委託事業 ４５７，８６５千円 

・情報システム標準化・共通化対応事業 ２２２，３７８千円 

・地域コミュニティ活動推進事業 １４６，３３７千円【拡充】 

  

❐民生費 

保育園整備事業６．８億円が減となったものの、児童手当給付費４.５億円、総合

福祉センター整備事業１．７億円、養護老人ホーム移転改修資金補助事業０．６億円

のほか、障害者自立支援給付費や私立保育園運営経費の増などにより、２．４億円

（１．７％）の増となった。 

【主な事業】 

 ・社会福祉協議会補助金 ５７，７００千円【拡充】 

 ・地域福祉計画推進事業 ５，５０１千円【拡充】 

 ・障害福祉従事者人材確保・育成支援事業 ９，３８６千円【拡充】 

 ・総合福祉センター整備事業 １７０，６００千円 

 ・養護老人ホーム移転改修資金補助事業 ５９，５８４千円【新規】 

・子育て応援券事業 ２１，３６５千円 

 ・家庭養育応援券事業 １３，５６５千円 

 ・妊婦のための支援給付事業 ３５，３４３千円【新規】 

 ・放課後児童健全育成事業 ２６５，５０４千円 

・地域子育て支援拠点事業 ３３，６１３千円【拡充】 

 ・児童手当給付費 １，３６３，０００千円【拡充】 

 ・子どもの医療費助成事業 ２２６，６２５千円 
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 ・私立保育園建設費補助金 ２８，２８３千円【新規】 

 ・私立保育園地域子育て支援拠点事業所建設費補助金 ２，７９６千円【新規】 

 ・子どもの屋内遊び場施設運営委託事業 ５７，３２０千円【拡充】 

 ・病児保育事業 ２６，９８６千円 

 

❐衛生費 

下水道事業会計繰出金０．８億円が減となったものの、ごみ処理施設建設事業 

２．４億円、資源物リサイクルセンター整備事業１．７億円、高齢者予防接種事業

０．７億円、厚生連病院緊急支援事業０．４億円、公的病院運営支援事業 

０．３億円の増などにより、５．７億円（１６．４％）の増となった。 

【主な事業】 

 ・病院群輪番制病院運営費 ４０，２２９千円 

・病院群輪番制病院設備整備補助事業 ９４，７１５千円 

 ・医療施設等整備補助事業 ７９，１８３千円 

 ・医師確保対策事業 ６，２５６千円 

 ・新潟大学寄附講座設置事業 ２０，０００千円【新規】 

・看護師就職支援事業 １９，４００千円 

 ・看護学生確保支援事業 ８，１００千円 

 ・公的病院運営支援事業 １２２，８６３千円 

 ・厚生連病院緊急支援事業 ４０，０００千円【新規】 

・がん検診費 １４９，１９２千円【拡充】 

・健康増進計画推進事業 ７，３８７千円【拡充】 

・母子健康診査費 ５２，３５０千円【拡充】 

・地球温暖化対策普及啓発事業 １５，６０５千円 

・低炭素型設備機器導入補助事業 １５，４７５千円 

・ごみ減量化・リサイクル対策費 ７６，３０４千円 

・資源物リサイクルセンター整備事業 １９０，０００千円【拡充】 

・ごみ処理施設建設事業 ２９３，６４０千円【拡充】 

 

❐労働費 

新潟県中越沖地震対策被災住宅特別資金などの預託金の減により、１．１億円 

（９．８％）の減となった。 

【主な事業】 

・新潟県中越沖地震対策被災住宅特別資金 ９２４，２００千円 
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・雇用促進事業 ９，２４２千円 

 ・女性活躍推進事業 １，０００千円 

 ・障がい者活躍推進事業 ２，５４０千円 

 ・育児休業取得促進事業 ４，０００千円 

  

❐農林水産業費 

ほ場整備事業負担金０．４億円、漁港整備補助事業０．４億円が減となったもの

の、多面的機能支払交付金事業０．６億円、農村振興総合整備事業（田尻） 

０．６億円の増などにより、０．６億円（３．５％）の増となった。 

【主な事業】 

 ・農業被害鳥獣対策事業 １３，０４４千円 

 ・食の地産地消推進事業 １１，５２７千円 

・新規就農者育成支援事業 ３，９６０千円 

・青年就農支援事業 ７，５４８千円 

・園芸振興支援事業 ７，５００千円 

・六次産業化支援事業 ６，２４３千円 

・柏崎産米ブランド化推進事業 １８，７１２千円 

・農業振興地域整備計画策定事業 ８，５９１千円【新規】 

・農業水路等長寿命化・防災減災事業 ５，０２９千円【新規】 

・森林経営管理事業 ４３，０１１千円 

・漁業就業者支援事業 １，８００千円 

 

❐商工費 

道の駅風の丘米山整備事業２．３億円が減となったものの、産業団地事業特別会

計繰出金１３．０億円、登山道遊歩道整備事業１．４億円の増などにより、 

１１．９億円（８２．１％）の増となった。 

【主な事業】 

・商業活性化推進事業 １４，６２４千円【拡充】 

・創業支援事業 ８，２３５千円 

・モーリエ駐車場整備事業 ２０，０６３千円【拡充】 

・人材育成支援事業 ５，５８８千円 

・新技術・新製品研究開発支援事業 ６，２４９千円 

・情報産業育成振興事業 ６，０４９千円 

・廃炉産業調査研究事業 １，３８２千円 
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・事業構造強化促進事業 ７２，０００千円 

・ＤＸ推進事業 １１，２４０千円 

・産業団地事業特別会計繰出金 １，３００，０００千円【新規】 

・海水浴場環境整備費 ４９，６９１千円 

・登山道遊歩道整備事業 １５８，２５７千円【拡充】 

・ぎおん柏崎まつり事業 ８２，６８６千円 

・高柳町地域交流観光施設整備費 ２６，０００千円【新規】 

・じょんのび村整備費 ４２，０００千円【新規】 

 

❐土木費 

下水道事業会計繰出金１．２億円が減となったものの、市営松波町住宅Ｅ号棟改

修事業１．８億円、中心市街地活性化事業１．８億円、街路事業電源立地地域対策交

付金事業１．５億円の増などにより、４．０億円（６．８％）の増となった。 

【主な事業】 

 ・木造住宅耐震改修費等補助金交付事業 ５，７００千円【拡充】 

 ・住まい快適リフォーム事業 ５０，０００千円【拡充】 

 ・空き家対策事業 １６，５８７千円【拡充】 

・道路新設改良事業 ４６９，９９５千円 

 ・道路修繕・舗装修繕事業 ４６４，１１６千円   １，１８２，１１１千円 

 ・橋りょう・トンネル修繕事業 ２４８，０００千円 

・消融雪施設整備事業（社会資本整備総合交付金事業） ２１０，６０１千円 

 ・街路事業 ２８９，０００千円 

・中心市街地活性化事業 １８０，０００千円 

・市営松波町住宅Ｅ号棟改修事業 １８４，０００千円【新規】 

    

❐消防費 

常備消防施設整備事業１．７億円が減となったものの、防災情報通信システム整

備事業１．４億円、常備消防車両整備事業１．０億円、米山サービスエリア緊急進入

路整備事業０．３億円、スマートインターチェンジ整備調査事業０．３億円、消防団

車両整備事業０．２億円の増などにより、１．９億円（１０．２％）の増となった。 

【主な事業】 

・消防団員報酬 ７０，０００千円【拡充】 

・常備消防施設整備事業 ６７，２５０千円 

・常備消防車両整備事業 １２５，２１７千円【拡充】 
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・災害時備蓄品等管理事業 ２８，０２５千円【拡充】 

・米山サービスエリア緊急進入路整備事業 ３２，８６０千円 

・スマートインターチェンジ整備調査事業 ３０，０００千円 

・防災情報通信システム整備事業 １６２，００９千円【拡充】 

 

❐教育費 

学校施設長寿命化事業（中学校）２．９億円、中学校施設整備事業２．１億円、文 

 化会館整備事業２．１億円が増となったものの、荒浜小学校改築事業１１．９億円の 

減などにより、４．３億円（５．９％）の減となった。 

【主な事業】 

 ・特別支援学級介助事業 ９４，３６３千円 

 ・スクール・サポート・スタッフ配置事業 ５，８８１千円 

 ・学力向上推進プロジェクト事業 ４，２０３千円 

 ・指導補助員等配置事業 １５１，９７５千円【拡充】 

 ・部活動外部人材活用事業 ８，５５１千円【拡充】 

 ・学習指導非常勤講師配置事業 １１，９５５千円【新規】 

 ・情報機器管理費（小学校） ３１０，８８６千円【拡充】 

 ・小学校施設整備事業 ３７４，５００千円【拡充】 

 ・中学校指導書等整備費 １８，５６２千円【拡充】 

・情報機器管理費（中学校） ２２１，４７１千円【拡充】 

 ・中学校施設整備事業 ４２１，３００千円【拡充】 

 ・学校施設長寿命化事業（中学校） ７７２，０００千円【拡充】 

 ・市民プラザ整備事業 ６５，０００千円 

 ・文化会館整備事業 ２０６，８００千円 

 ・文化振興事業 ２５，０１６千円 

 ・市民スポーツ大会経費 ７，４６３千円【拡充】 

 ・陸上競技場整備事業 ８，０００千円 

 ・県立柏崎アクアパーク整備事業 ６，０００千円 

 ・水球のまち柏崎推進事業 １３，５７９千円【拡充】  
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（３）歳出（性質別） 
（単位：千円） 

 
（注）端数処理の関係で、構成比の合計が 100％にならない場合がある。 
 

歳出予算構成比（性質別） 

 

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

50,100,000 100.0% 47,800,000 100.0% 2,300,000 4.8%

19,796,789 39.5% 18,881,701 39.5% 915,088 4.8%

人件費 7,395,903 14.8% 7,471,988 15.6% △ 76,085 △1.0%

扶助費 7,028,851 14.0% 6,223,145 13.0% 805,706 12.9%

公債費 5,372,035 10.7% 5,186,568 10.9% 185,467 3.6%

7,254,222 14.5% 7,663,582 16.0% △ 409,360 △5.3%

普通建設事業費 7,247,019 14.5% 7,658,379 16.0% △ 411,360 △5.4%

災害復旧事業費 7,203 0.0% 5,203 0.0% 2,000 38.4%

23,048,989 46.0% 21,254,717 44.5% 1,794,272 8.4%

物件費 9,533,545 19.0% 8,804,561 18.4% 728,984 8.3%

維持補修費 1,004,479 2.0% 1,025,163 2.1% △ 20,684 △2.0%

補助費等 6,141,262 12.3% 6,194,263 13.0% △ 53,001 △0.9%
上記のうち

一部事務組合負担金 1,023,578 2.0% 1,004,053 2.1% 19,525 1.9%

投資及び出資金 187,912 0.4% 210,514 0.4% △ 22,602 △10.7%

貸付金 1,301,891 2.6% 1,406,875 2.9% △ 104,984 △7.5%

繰出金 3,875,684 7.7% 2,702,541 5.7% 1,173,143 43.4%

その他 1,004,216 2.0% 910,800 1.9% 93,416 10.3%

区　分
比　較

令和7年度
（2025年度）

令和6年度
（2024年度）

歳出合計

義務的経費

投資的経費

その他の経費
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《歳出（性質別）の主な増減要因》 

❐人件費 

給与改定による増、時間外勤務手当の削減及び定年延長により定年退職者が生じ

ないことによる退職手当の減などにより、０．８億円（１．０％）の減となった。 

❐扶助費 

 老人保護措置委託事業０．２億円が減となったものの、児童手当給付費４．５億円、

介護給付費（障がい）１．３億円、私立保育園運営経費（施設運営委託料）０．９億

円などの増により、８．１億円（１２．９％）の増となった。 

❐公債費 

 利率の上昇及び借換債の増などにより、１．９億円（３．６％）の増となった。 

❐普通建設事業費 

学校施設長寿命化事業（中学校）２．９億円、ごみ処理施設建設事業２．４億円、

文化会館整備事業２．１億円が増となったものの、荒浜小学校改築事業１１．９億 

円の減などにより、４．１億円（５．４％）の減となった。 

❐物件費 

高柳町総合センター解体費０．４億円、小学校指導書等整備費０．４億円が減とな

ったものの、荒浜小学校改築事業（解体工事）３．６億円、情報機器管理費（備品）

２．２億円、情報システム標準化・共通化対応事業（情報化関連委託料）１．９億円

のほか、光熱費の高騰や資材価格の高騰及び賃金上昇に伴う委託料の増加などによ

り、７．３億円（８．３％）の増となった。 

❐補助費等 

  多面的機能支払交付金事業（資源向上支払交付金）０．６億円、厚生連病院緊急支

援事業０．４億円、公的病院運営支援事業０．３億円が増となったものの、下水道事

業会計繰出金１．２億円、企業立地事業０．７億円の減などにより、０．５億円 

（０．９％）の減となった。 

❐貸付金 

新潟県中越沖地震対策被災住宅特別資金１．０億円、中小企業等融資事業 

０．１億円の減などにより、１．０億円（７．５％）の減となった。 

❐繰出金 

下水道事業会計繰出金０．８億円が減となったものの、産業団地事業特別会計繰出 

 金１３．０億円の増などにより、１１．７億円（４３．４％）の増となった。 

❐その他 

ふるさと応援基金積立金０.５億円、電源立地地域整備基金積立金０．３億円の増

などにより、０．９億円（１０．３％）の増となった。  
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６ 基金の推移見込み 

・令和７（２０２５）年度末基金残高見込みは、１６２．４億円である。 

・公共施設適正管理基金を２．５億円、電源立地地域整備基金を１．２億円など積み立

てるものの、財政調整基金、減債基金などの取崩しを行うことにより、令和６（２０２

４）年度末残高から１６．６億円減少する見込みである。 
（単位：千円） 

 
（注）端数処理の関係で、合計が一致しない場合がある。 

 

７ 原発関連交付金                    （単位：千円） 

令和７(２０２５)年度 令和６(２０２４)年度 増減額 増減率 

３，４９０，７２２ ３，３２６，２５０ １６４，４７２ ４.９％ 

＜内訳＞                          

広報調査等交付金                １７，１１５千円 

電源立地地域対策交付金（国直接分）    ２，１１２，９４０千円 

電源立地地域対策交付金（県間接分）      ３８６，０８２千円 

大規模発電用施設立地地域振興事業補助金    １５０，０００千円 

原子力発電施設立地市町村振興交付金      ８２４，５８５千円 

 

 

 

基　金　の　名　称
令和6年度末

（2024年度末）
残高見込額

令和7年度
（2025年度）

積立額

令和7年度
（2025年度）

取崩額

令和7年度末
（2025年度末）

残高見込額
比　較

財政調整基金 7,047,919 23,162 1,300,000 5,771,081 △ 1,276,838

減債基金 1,359,235 3,602 237,532 1,125,305 △ 233,930

国民健康保険財政調整基金 1,686,957 4,421 38,000 1,653,378 △ 33,579

介護給付費準備基金 1,137,290 2,979 159,822 980,447 △ 156,843

柏崎・夢の森公園維持管理基金 823,694 1,148 56,833 768,009 △ 55,685

電源立地地域整備基金 143,450 120,381 123,075 140,756 △ 2,694

中越沖地震メモリアル基金 78,388 214 14,646 63,956 △ 14,432

ガス事業清算金活用基金 402,741 1,059 100,000 303,800 △ 98,941

環境・エネルギー産業拠点化推進基金 1,937,209 2,469 1,055,000 884,678 △ 1,052,531

公共施設適正管理基金 751,103 251,985 0 1,003,088 251,985

製造業戦略的イノベーション推進基金 96,277 390 72,000 24,667 △ 71,610

鯨波産業団地整備基金 40,000 1,071,018 0 1,111,018 1,071,018

その他 2,392,202 868,923 850,832 2,410,293 18,091

総　計 17,896,465 2,351,751 4,007,740 16,240,476 △ 1,655,989
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８ 一般会計当初予算案の主な重点施策 

 最終年度を迎えた後期計画の重点戦略である「子どもを取り巻く環境の充実」及び

「大変革期を乗り越える産業イノベーションの推進」並びに脱炭素化に向けた先導的

な取組により地域エネルギービジョンの実現を力強く推進する。 

また、人口減少時代においても活力を維持するために人材の育成・確保対策を引き

続き積極的に進めていくとともに、各分野において次期総合計画を先導し、地域活性

化・市民福祉に資する事業に対し、重点的・効率的に財源を配分した。 

注）各項目の番号は、別冊資料「一般会計当初予算案における主な事業」の№である。 

 

重点戦略１ 「子どもを取り巻く環境の充実」に関する主な事業 

≪ア 新規事業≫ 

〇妊婦のための支援給付事業 ３５，３４３千円（№４６） 

妊娠時から出産・子育てまで一貫した伴走型相談支援（利用者支援事業）と経済

的支援を行う。 

〇私立保育園建設費補助金 ２８，２８３千円（№５５） 

保育園の施設整備を実施する私立保育園（比角保育園改築工事及び半田保育園コ

ンクリート塀・フェンス改修工事）に対し、経費の一部を補助する。 

〇私立保育園地域子育て支援拠点事業所建設費補助金 ２，７９６千円（№５６） 

地域子育て支援拠点事業所（地域子育て支援室）の改築などを実施する比角保育

園（地域子育て支援拠点事業所改築工事）に対し、経費の一部を補助する。 

〇学習指導非常勤講師配置事業 １１，９５５千円（№１５８） 

市内小中学校に、学習指導などを行う学習指導非常勤講師を５名配置する。 

 

≪イ 拡充事業≫ 

〇地域子育て支援拠点事業 ３３，６１３千円（№４９） 

 未就学児とその保護者が身近な地域で安心して自由に過ごすことのできる場とし

て、保育園併設の子育て支援室６施設（柏崎、西部、北条、北鯖石、松波、田尻）

及び元気館内ジャングルキッズを運営する。 

〇子どもの屋内遊び場施設運営委託事業 ５７，３２０千円（№５７） 

屋内遊び場施設を柏崎ショッピングモールに運営委託する。 

〇母子健康診査費 ５２，３５０千円（№７２） 

新たに５歳児健診を導入し、出産から就学前まで切れ目ない健診体制を整えるこ

とで、子どもの健やかな発育と発達を支援する。 
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〇住まい快適リフォーム事業 ５０，０００千円（№１２３） 

市内の施工事業者が行う住宅又は空き家のリフォーム工事に対し、補助金を交付

する。子育て世帯や若者世帯には補助限度額の加算や再申請を可能とし、子育ての

しやすい住環境づくりを応援する。 

〇指導補助員等配置事業 １５１，９７５千円（№１５６） 

支援が必要な児童生徒の生活支援や介助をするため、指導補助員を５１名配置す

る。また、外国籍児童生徒への就学体制を整えるために日本語指導員を派遣する。 

〇部活動外部人材活用事業 ８，５５１千円（№１５７） 

部活動指導員を２２名配置し、中学校及び休日の地域クラブ活動で指導を行う。 

〇情報機器管理費 ５３２，３５７千円（№１６０、№１６５） 

国のＧＩＧＡスクール構想で配備したタブレット端末、教職員用及び校務用パソ

コンなどの機器の維持管理とＩＣＴ支援員を配置する。小学３年生から小学６年生

まで及び中学１年生から３年生までが使用していたタブレット端末を更新する。 

〇小学校施設整備事業 ３７４，５００千円（№１６３） 

旧野田小学校の体育館解体工事の設計を行う。柏崎小学校、大洲小学校、田尻小 

学校、新道小学校、内郷小学校でトイレ改修工事を行う。柏崎小学校、比角小学校、

半田小学校で特別教室の空調設置工事を行う。 

〇中学校施設整備事業 ４２１，３００千円（№１６７） 

第三中学校、西山中学校、南中学校でトイレ改修工事を行う。第一中学校、瑞穂

中学校で特別教室の空調設置工事を行う。第二中学校で空調入替工事を行う。 

〇学校施設長寿命化事業（中学校） ７７２，０００千円（№１６９） 

鏡が沖中学校大規模改修工事（令和６（２０２４）年度・令和７（２０２５）年

度継続工事）の２期工事を行う。 

  

≪ウ 継続事業≫ 

〇１歳児、２歳児の保育料無料化 

安心して子どもを産み育てる環境を更に充実するとともに、保護者の負担軽減や

就労支援を図るため、市内の保育園、認定こども園などを利用する１歳児、２歳児

の保育料（公立保育園使用料、私立保育園運営費負担金）を無料化する。 

≪関連事業≫ 

・保育園運営事業 ５７７，６８７千円（№５２） 

・私立保育園運営経費 １，３４６，２５６千円（№５３） 

・保育園運営事業（東日本大震災） ２，９９９千円 

・私立認定こども園等運営経費 ４８２，５１６千円 

・小規模保育事業運営経費 ３５，５０４千円 
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〇子どもの医療費助成事業 ２２６，６２５千円（№４１） 

高校卒業時までの子どもを対象に、医療機関における保険診療の医療費の一部を

助成する。 

〇子育て応援券事業 ２１，３６５千円（№４４） 

 ０歳から３歳までの子どもがいる世帯を対象に、多様な子育て支援サービスを利

用できる子育て応援券を発行する。 

〇家庭養育応援券事業 １３，５６５千円（№４５） 

保育園、認定こども園などを利用していない１歳児から小学校就学前までの子ど

もがいる世帯を対象に、多様な子育て支援サービスを利用できる家庭養育応援券を

発行する。 

〇放課後児童健全育成事業 ２６５，５０４千円（№４７） 

共働き家庭など、保護者が昼間家庭にいない児童に対して、適切な遊びや生活の

場を提供するため、児童クラブを運営する。 

〇病児保育事業 ２６，９８６千円（№５８） 

病児保育室ムーミンハウスの運営を新潟病院に、病児保育室ぴっころの運営を柏

崎総合医療センターに業務委託する。 

〇特別支援学級介助事業 ９４，３６３千円（№１５３） 

特別支援学級に介助員を３２名配置し、在籍する児童の補助を行う。また、特別

支援学級や通常学級における学習補助などの教育的支援も行う。 

〇スクール・サポート・スタッフ配置事業 ５，８８１千円（№１５４） 

小中学校にスクール・サポート・スタッフを４名配置し、教員の業務負担を軽減

する。 

〇学力向上推進プロジェクト事業 ４，２０３千円（№１５５） 

学力向上推進員を任用し、学力分析・課題抽出、学校訪問を行う。また、教員の

指導力向上のため、小学校国語・算数、中学校国語・数学教員研修会を開催する。 

 

重点戦略２ 「大変革期を乗り越える産業イノベーションの推進」に関する主な事業 

≪ア 新規事業≫ 

〇電源開発参入支援事業 ５４，２２９千円（№１２） 

環境・エネルギー産業拠点化推進基金を財源とし、市内への再生可能エネルギー

導入に向けた民間発電事業者の参入支援を行う。 

〇事業構造強化促進事業 ２２，０００千円（脱炭素推進支援枠）（№１１３） 

 生産性向上に向けた設備導入と脱炭素化の両面を支援する。 
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〇産業団地事業特別会計繰出金 １，３００，０００千円（№１１５） 

 鯨波産業団地を整備するために設置した特別会計に対し、事業費を繰り出す。 

【産業団地事業特別会計】１，３０２，１３８千円 

 

≪イ 継続事業≫  

〇次世代エネルギー活用推進事業 ３，５２０千円（№１１） 

国補助金などの取得・調整により財源を確保し、市内への再生可能エネルギー導

入に向けた調査・検討や、次世代エネルギーの研究・検討を進める。 

〇地域エネルギー会社連携事業 １２，２８１千円（№１３） 

地域エネルギー会社と連携するための政策的見地による運営協議を行うほか、遊

休市有地を再生可能エネルギー用地として活用するための準備を進める。 

〇新技術・新製品研究開発支援事業 ６，４２９千円（№１１０） 

知的財産権や新技術・新製品の研究開発を支援する。 

〇情報産業育成振興事業 ６，０４９千円（№１１１） 

情報政策官による経営相談などのほか、ＩＴに関する新商品や新技術の開発を支

援する。 

〇廃炉産業調査研究事業 １，３８２千円（№１１２） 

原子力発電所の長期にわたる廃炉工程を新たな産業の創出に結び付けるため、産

官学で構成する勉強会において調査研究を行う。 

〇事業構造強化促進事業（再エネ電力調達支援枠） ５０，０００千円（№１１３）

市内企業を対象に事業活動での再生可能エネルギー電力の利活用を支援する。 

〇ＤＸ推進事業 １１，２４０千円（№１１４） 

柏崎市ＤＸ推進ラボの実施事業により、デジタル技術導入や企業内デジタル人材

の育成を進めることで、市内企業の生産性向上や人材不足などの課題に取り組む。 

 

人材育成・確保に関する主な事業 

≪ア 新規事業≫ 

〇路線バス等確保事業（人材育成・確保部分） ６，９００千円（№８） 

就職緊急助成金の交付及び地域おこし協力隊の活用により、公共交通の運転士確

保に取り組む。 

〇水球のまち柏崎推進事業（人材育成・確保部分） ５，２００千円（№１７７） 

地域おこし協力隊を活用し、水球によるまちづくりを推進する。 
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≪イ 拡充事業≫ 

〇障害福祉従事者人材確保・育成支援事業 ９，３８６千円（№３４） 

安定した障がい福祉サービスを提供するため、障がい福祉施設で働く人材の確保

及び職場への定着を図る取組に対し、補助金を交付する。また、人材確保及び職場

定着に関する意見交換会や研修などを行う。 

〇消防団員報酬 ７０，０００千円（№１４３） 

消防団員に対し、その労苦に報いるため、年額報酬のほか災害出動報酬及び訓練・

演習などの活動報酬を支払う。 

 

≪ウ 継続事業≫ 

〇Ｕ・Ｉターン促進事業 ４０，７４０千円（№１６） 

移住を考えている方への情報提供・情報収集を行うほか、移住した方に住宅家賃

などの補助金を交付する。また、パートナーチームから提案される移住・定住に関

する様々なアイデアを基に連携して事業を展開するとともに、移住マッチングサイ 

ト「くじらと。」の内容をより充実させ、柏崎でのリアルな生活の様子を移住検討 

者に伝える。 

〇首都圏からの移住・就業者支援事業 ２０，０２３千円（№１７） 

首都圏からの移住者で交付条件を満たす方に対し、補助金を交付する。 

〇福祉職員支援事業 ３，３１５千円（№３３） 

福祉に関する資格を有する方が、市内の障がい児者の入所施設及び通所施設（障

害福祉サービス事業所）などへ新たに勤務する場合に補助金を交付する。 

〇介護従業者育成・定着支援事業 ４５，５１６千円（№３５） 

夜勤従事者の処遇改善や離職防止を支援するため、夜勤対応者補助金を交付する。

また、介護職員の資格取得支援補助金を交付するとともに、介護支援専門員が更新 

研修の課程を修了し、有効期間を更新した際に、支援金を交付する。 

〇介護職員就職支援事業 ４，６５０千円（№３６） 

介護福祉士、介護支援専門員、社会福祉士などの介護の現場に必要な資格を持つ

方が、市内の介護事業所に新たに勤務する場合に補助金を交付する。 

〇医師確保対策事業 ６，２５６千円（№６２） 

臨床研修病院が負担する研修経費を補助し、臨床研修医の確保支援を行う。関係

各所への訪問や補助制度の周知などにより、医師確保に努める。また、小・中学生

を対象とした医師の講話を行い、医師や医療系職種の魅力を紹介し、将来の進路選

択への意識付けを行う。 
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〇看護師就職支援事業 １９，４００千円（№６４） 

看護師、保健師、助産師、准看護師の資格を持つ方が新たに市内の病院に勤務す

る場合に補助金を交付する。 

〇看護学生確保支援事業 ８，１００千円（№６６） 

新潟病院附属看護学校への入学者に入学祝い金を交付する。新潟病院附属看護学

校の運営に必要な経費の一部を補助する。 

〇雇用促進事業 ９，２４２千円（№８７） 

若年者の地元定着を促進するため、柏崎職安管内雇用促進協議会及び高大産官連 

携協議会へ負担金を支出する。また、積極的に採用活動を行う市内中小企業に対し、

補助金を支出する。 

〇女性活躍推進事業 １，０００千円（№８８） 

女性が活躍しやすい職場環境の整備などに取り組んだ中小企業などの事業主に助

成金を交付する。 

〇育児休業取得促進事業 ４，０００千円（№９０） 

中小企業などに勤務する男性労働者が育児休業を取得した場合に、事業主及び当

該男性労働者に奨励金を交付する。 

〇新規就農者育成支援事業 ３，９６０千円（№９４） 

新規就農希望者を雇用した農業法人などが「雇用就農資金」に採択され、研修費

などの助成を受けた際に、市が更に助成を上乗せする。 

〇Ｕ・Ｉターン者新規就農支援事業 ９００千円（№９５） 

Ｕ・Ｉターン者かつ新規就農希望者に対して、新規就農に必要な経費の一部を補

助する。 

〇青年就農支援事業 ７，５４８千円（№９６） 

国が定める要件を満たす認定新規就農者に対して、経営開始資金を交付する。 

〇森林経営管理事業（人材育成・確保部分）１３，３２０千円（№１０３） 

林業事業者の新規雇用の促進を図るため、補助金を交付する。 

〇漁業就業者支援事業 １，８００千円（№１０４） 

新しく漁業を始める方、漁船を購入する方に補助金を交付する。 

〇創業支援事業 ８，２３５千円（№１０７） 

関係機関と連携して創業支援を行う。関係機関には、創業・経営相談事業や創業

塾事業に係る経費を補助する。創業者には、広告宣伝費や家賃、柏崎コワーキング

スペース利用料などの一部を補助する。 

〇人材育成支援事業 ５，５８８千円（№１０９） 

資格、免許及び技能検定の取得費用を助成するとともに、ものづくりマイスター

カレッジや高校生インターンシップ事業を支援する。 



23 

〇常備消防施設整備事業（人材育成・確保部分） ４０，９００千円（№１４５） 

女性消防職員の増加に伴い、本署と西山分遣所の女性仮眠室を拡充する。 

   

地域活性化・市民福祉に資する主な事業 

≪ア 新規事業≫ 

〇養護老人ホーム移転改修資金補助事業 ５９，５８４千円（№３９） 

 老人保護措置事業に欠かせない養護老人ホーム御山荘は、建物の老朽化が顕著と

なり、入所者の生活に支障を来すおそれがあるため、移転改修資金を補助する。 

〇新潟大学寄附講座設置事業 ２０，０００千円（№６３） 

新潟大学から、女性の健康や生活の質の向上に資する研究に取り組んでもらうと

ともに、臨床・研究拠点となる柏崎総合医療センターに産婦人科医師が１名配置さ

れ、外来、分娩等診療業務を行う。 

〇厚生連病院緊急支援事業 ４０，０００千円（№６８） 

経営危機により地域医療の提供継続が困難な状況にある柏崎総合医療センターに

対し、本市において必要な地域医療提供体制を維持するための経費を緊急的に補助

する。 

〇高柳町地域交流観光施設整備費 ２６，０００千円（№１１６） 

ふるさと体験村（門出村・田代村）かやぶきの家「いいもち」の屋根の葺き替え

を行う。 

〇じょんのび村整備費 ４２，０００千円（№１２１） 

高柳じょんのび村の便器の入替えに合わせ、一部のトイレを洋式化し、多目的ト

イレの機能と面積を拡充する。内外装も修繕を行い、長寿命化を図り、衛生的なト

イレ施設として改修を行う。 

〇市営松波町住宅Ｅ号棟改修事業 １８４，０００千円（№１４１） 

屋上防水、外壁改修による耐久性の向上と、床の段差解消など高齢者等に対応し

た改修工事を行う。 

 

≪イ 拡充事業≫ 

〇路線バス等確保事業 １９９，４７８千円（№８） 

公共交通事業者が運行する「あいくる」や路線バスなどの運行欠損に対して、補

助・支援を行う。また、地域公共交通ネットワークの再構築に向け、４つのエリア

において郊外型の「あいくる」を新規運行する。 

〇地域コミュニティ活動推進事業 １４６，３３７千円（№２１） 

地域づくりの核となる地域コミュニティ協議会に対し、協議会職員の人件費及び

各地域のコミュニティ計画に基づく各種事業を支援する。 
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〇社会福祉協議会補助金 ５７，７００千円（№２９） 

市民が安心して暮らせる地域づくりを進めるため、地域福祉活動の中核を担う柏

崎市社会福祉協議会の活動基盤を強化する補助金を交付する。補助金は、地域福祉

推進事業（コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）体制整備を含む。）、ボラン

ティアセンター運営事業、日常生活自立支援事業、心配ごと相談所事業及び事務局

体制の機能強化に活用する。 

〇資源物リサイクルセンター整備事業 １９０，０００千円（№８４） 

新ごみ処理場建設に伴い、佐藤池運動広場第４駐車場に資源物リサイクルセンタ

ーの建設を行い、運用を開始する。 

〇ごみ処理施設建設事業 ２９３，６４０千円（№８５） 

新ごみ処理場施設の建設に係る事業を行う。新ごみ処理場の設計及び建設用地に

ある、し尿処理場、松波資源物リサイクルセンターなどの解体、仮設事務所などの

建設を行う。 

〇商業活性化推進事業 １４，６２４千円（№１０６） 

市内の商業者を支援するため、商業活性化事業に対し補助を行う。また、中心商 

店街の空き店舗を活用する創業者に対し、創業に係る費用の一部を補助することで、

経営安定までの支援及び空き店舗の解消に寄与する。 

〇登山道遊歩道整備事業 １５８，２５７千円（№１１８） 

米山登山者のためのバス駐車場と休憩施設の建設・整備工事を行う。また、山頂

避難小屋公衆トイレの便器・便槽保護カバーの改修工事を行う。 

〇常備消防車両整備事業 １２５，２１７千円（№１４６） 

消防力の整備指針による化学消防ポンプ自動車１台の増車と救急人員輸送車（消 

防５号車１８年経過）の更新及び梯子１号車（２１年経過）のメンテナンス整備を 

行う。 

〇災害時備蓄品等管理事業 ２８，０２５千円（№１４７） 

災害発生時に必要となる飲食料や生活物資を備蓄する。主食、副食、飲料水及び

災害時要配慮者（高齢者、乳幼児、食事制限者）向けの食品を計画的に購入する。

また、災害時の避難所運営に必要な資機材（簡易テント、組立式トイレなど）を整

備する。 

〇防災情報通信システム整備事業 １６２，００９千円（№１５２） 

コミュニティＦＭ放送を利用した緊急告知放送の送信設備整備と受信設備（緊急

告知ラジオ・屋外拡声子局）の整備を行う。 
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≪ウ 継続事業≫ 

〇大学との連携・協働事業 １３，７６７千円（№６） 

少子化の進行と大学間競争が激化する中、市内二大学が選ばれる大学となるよう、

学生確保や魅力向上などに係る支援を行う。 

〇ふるさと応縁事業 ２４８，５１９千円（№１４） 

ポータルサイトの管理を外部委託し、ふるさと納税の寄付を拡大させる。同時に、

応援者の獲得に向け、市内高校の同窓会各支部及びイベントでのＰＲ、旬な返礼品 

の情報を伝えるＬＩＮＥなどの配信を行うとともに、ポータルサイトを活用した定 

期的な情報発信を行う。 

〇病院群輪番制病院運営費 ４０，２２９千円（№５９） 

柏崎・刈羽地域で輪番制により二次救急医療を担う病院（柏崎総合医療センター、

新潟病院、柏崎中央病院）に対して、輪番制病院の運営に必要な給与費を補助する。

〇病院群輪番制病院設備整備補助事業 ９４，７１５千円（№６０） 

柏崎・刈羽地域で輪番制により二次救急医療を担う病院（柏崎総合医療センター、

新潟病院、柏崎中央病院）に対して、救急医療に必要な医療設備の整備費を補助す 

る。 

〇医療施設等整備補助事業 ７９，１８３千円（№６１） 

市内の病院の開設者に、医療施設・医療機器の整備に要する費用を補助する。 

〇公的病院運営支援事業 １２２，８６３千円（№６７） 

医療法に規定された公的病院であり、市の地域医療の中心を担っている柏崎総合

医療センターの病院機能に対して運営費を補助する。 

〇消融雪施設整備事業（社会資本整備総合交付金事業） ２１０，６０１千円 

（№１２７） 

計画的に消雪パイプの散水施設や井戸などの整備工事を行う。 

〇道路新設改良電源立地地域対策交付金事業 １５４，１００千円（№１３４） 

国の交付金を活用して、集落と集落を結ぶ幹線道路の拡幅や新規道路を整備する。

〇街路事業電源立地地域対策交付金事業 ２８６，０００千円（№１３６） 

都市計画道路宝田北斗町線の軟弱地盤対策工事を行う。 

〇都市公園整備事業（電源立地地域対策交付金事業） ２０，０００千円 

（№１３９） 

老朽化した都市公園（東部公園）のトイレの改築更新を行う。 

 


